
平成 21年度事業報告

自 平成 21年 4月 1日

至 平成 22年 3月 31日

平成 21年度定時総会において決定された事業計画に基づき、理事会、常任委員会、各専

門委員会等を開催 して、諸事業に積極的に取 り組むとともに、各地域協議会とも密接に連

携をとりながら、業務運営の適正化を図りつつ、会員各位の事業展開に資するための諸活

動を実施 した。

1.経済と労働情勢

我が国の経済情勢はリーマンションク後の景気の急激な悪化を受け、一昨年秋から低迷を

続けている。一時実質 GDP成長率 (季節調整済)は前期比-3.6%、 年率に換算すると 13,7%

にも達する大きなマイナス成長であったが、昨年 10～ 12月 の四半期別実質成長率は、前期

比 0.9%、 年率換算 3.8%ま で回復 してきている (内 閣府の「四半期別 GDP速報」 (平成 21

年 10～ 12月 期・2次速報値))。

雇用失業情勢も、経済環境の変化を受け同様に推移 し、完全失業率も一時 7月 に 5,6%(季

節調整値)ま で上昇 し、過去最悪の数値を記録 したが、現在は景気の持ち直 しにより4.9%

まで回復 してきている (平成 22年 2月 現在 )。 また、有効求人倍率も一時 0.40倍であつた

ものが、平成 22年 2月 現在 0.47倍 (季節調整値)ま で回復 してきている。

人材派遣業界を見てみると、当協会が実施 している労働者派遣事業統計調査 (538事業所 )

によると、平成 21年の派遣スタンフ実稼働者数は、年初から会々に減少幅が拡大 し、通年

では対前年比 81.8%と なつた。その中でも、製造業務の実稼働者数は、大幅な落ち込みを

記録 し、一時対前年比 40%ま で落ち込んだが、昨年 12月 には対前年比 50%ま で回復 して

きた。ただ、自由化業務のうち軽作業については、対前年比約 130%で、堅調に推移 してい

る。派遣が雇用のセーフティネットの役割を果たしていることの一つの証左であろう。

2.労働者派遣の正しい姿の理解促進

労働者派遣について正 しい姿を理解 していただくため、「「ハケン」のホン ト(改訂版)」 、

「派遣スタンフ Webア ンケー ト」等の資料を作成 し、政党、国会議員、学識経験者、報道

機関等に対 して幅広くロビー・広報活動を行つた。

3.労働者派遣法の見直 しへの対応

派遣契約の中途解除に関し、スタンフヘの適正な対応を会員にお願いしていたが、平成

21年 3月 派遣先指針、派遣元指針が改正された。これらを受けて、制度改定推進委員会の



中に、労働者派遣法改正プロジェク トを組織 し、モデル労働者派遣基本契約書等を改定し、

会員に送付 した。

また、一昨年来与野党ともに労働者派遣制度に対する規制強化の動きを強める中、平成

21年 6月 に「労働者派遣法改正に向けての (社)日 本人材派遣協会の基本的考え方」をとり

まとめ、労働者派遣法の抜本的な見直しの必要性と派遣のあるべき姿等について、ロビー・

広報活動などを通じて提言を行つた。

平成 21年夏の政権交代により、政府与党となった民主党・社民党 。国民新党の 3党が、

労働者派遣法改正案をとりまとめ、10月 からは、長妻厚生労働大臣の諮問に基づき、政府

提案の 20年法案を基礎に「今後の労働者派遣制度の在 り方について」労働政策審議会が開

催され、12月 末には答申がなされた。さらに 3月 改正法律案要綱が閣議決定され、4月 6

日衆議院に法律案が上程 された。この間、当協会では、与野党を始め各方面に対 して、正

しい理解に基づき、過度の規制がなされないよう冷静な議論を求める活動を行つた。最近

では、長妻厚生労働大臣へ規制強化反対の要望書を提出し、日本経済団体連合会及び全国

中小企業団体中央会と連携をとりながら、当協会の意見・要望を伝えた。

3月 末には、当協会が CIETT理事会で規制強化の動きについて報告したことを受けて、

CIETT会 長から長妻厚生労働大臣及び細川副大臣あて、規制強化に懸念を表明した意見書が

発出された。

4.署名活動の実施

平成 21年 6～ 7月 に、労働者派遣法の規制強化に反対する署名活動を行い、派遣元、派

遣先、派遣スタッフから57万人を超える賛同を得た。これだけの人が労働者派遣法の規制

強化に反対している旨を厚生労働省における記者会見等で各方面にアピール した。

5.自 主ルール「労働者派遣事業の適正な運営に向けて (2009)」 の継続及び周知広報活動

業界全体として、起きている問題を真摯に受けとめ、必要な対応を行 うとい う姿勢を示

すため、今年度も自主ルール 「労働者派遣事業の適正な運営に向けて (2009)」 を 5月 25

日の定時総会で採択 した。あわせてこれらの実施に当たつては、派遣先の協力が不可欠の

ため、派遣先に対する「～派遣事業の適正な運営のために～ご協力のお願い」も継続 した。

会員から提出いただいた労働者派遣事業報告書から自主ルールの取組状況を調査 し、紹

介予定派遣等を経て直接雇用に結びついた労働者数 (23,811人 (対前年比 11.7%増))等

の実績を平成 22年新年賀詞交歓会報道関係懇談会で発表 した。

6.いわゆる政令 26業務の解釈への対応

平成 22年 2月 8日 付け厚生労働省から「期間制限を免れるために専門 26業務 と称 した

違法派遣への厳正な封応 (専門 26業務派遣適正化プラン)」 が発表され、「一般事務と混同

されやすい事務用機器操作とファイリングについての留意事項」を中心として、26業務の



適正な運用を求められた。当該プランに対応するため、26業務適正化対策プロジェク トを

設置 し、メンバーは大手会員会社から募 り、検討を行った。早急な対応が必要であつた事

項のみをとり急ぎ会員に通知し、さらに政令 26業務の主要解釈例集をまとめ、会員に送付

した。

なお、各都道府県労働局による指導監督時の対応の仕方について厚生労働省に対 して適

正な対応を求める申し入れを行つた。

7.倫理問題検討委員会の活動

当協会会員の 7社が各都道府県労働局長から、労働者派遣事業改善命令を受けた。これ

に伴い、倫理問題検討委員会を開催 し、処分の内容について検討を行つた。なお、処分内

容は、主に「警告」である。

労働者派遣事業改善命令を受けた会員は、①株式会社 トーコー、②株式会社ウイングメ

ディカル、③株式会社スタッフサービス、④ヒューマンリツシア株式会社、⑤ ヒューマン

ステージ株式会社、⑥株式会社アロービジネスメイツ、⑦高木工業株式会社である。

3.派遣労働者支援に関する調査研究

派遣スタッフにとつて、よリー層働きやすい環境を整備するために、派遣スタッフの実

情や希望等をまとめ、その中から優先順位の高いテーマである交通費非課税処理の方策や

キャリア証明書について検討を行つた。

①交通費非課税問題については、現状把握のため、管轄税務署の担当官による講義と意

見交換を行った。

②キャリア証明書については、実施に伴 う負担増と有効性のバランスを考慮 してその実

施については見送ることとした。

9.派遣スタッフWebア ンケー ト ー1万人調査―

派遣スタッフを対象にアンケー トを行い、就業条件、満足度や希望する働き方などの実

情を Web上で調査 した。調査は、平成 21年 11月 に実施 し、約 lヵ 月間で 1万 2千人を超

える回答があり、前年度を若干下回つたものの、他の調査と比べて大きな規模で派遣スタ

ッフの就労意識や実態を客観的に把握することができた。調査結果については、会員へ配

信するとともに、協会ホームページに掲載 した。

10,公益法人 3法の改正施行に伴う特例民法法人から公益又は一般社団法人への移行申請の準備

公益法人 3法の改正を受けて、昨年度会計システムの整備を行つたところであるが、特

例民法法人からの移行申請に向け、引き続き事業の整理、公益性の確認等必要な準備を行

った。



11.平成 21年度派遣元責任者講習の実施

平成 20年度から、派遣元責任者講習の受講者が減少 したため、21年度は前年度の 80%

規模で開催 した。東京を始めとした全国の主要都市で合計 28回開催 し、受講者数は、6,899

名で当初予定数の 8,175名 の 84.4%の受講率となった (別紙 1:P.9)。 東京・大阪等の大都

市では予定数に沿つた受講数であったが、地方都市での受講率は 60%台で、受講者の落ち

込みが大であった。

12.広報 PR活動の展開

(1)「 haken+」 の発行

平成 20年度同様、年 4回 (6,9,12,3月 )、 会員向け情報誌 「haken・」 (P20、 全ページカ

ラー)を発行 した。発行部数は、各回約 6,500部。

特集の内容は以下のとお り。

E49号 「介護業務における労働者派遣業界の役割」

■50号 「派遣元としてのメンタルヘルスケア」

■51号 「労働者派遣事業における「契約」締結のあり方」

■52号 「派遣業界に増える個別労使紛争」

(2)「人材派遣データブック 2010」 の発行

「人材派遣データブック 2008」 以降は、発行時期を定時総会後にすることとしたため、

「人材派遣データブック 2010」 については、企画案のみとし、作成は平成 22年度事業とな

る。

従来のデータ掲載部分は踏襲 し、特別テーマとして「労働者派遣法改正案を分析する (仮

称)」 と題 して、今回の労働者派遣法改正を取 り巻く状況と改正案に関する情報を掲載予定。

部数は 42,500部 予定。装丁、ページ数は従来どおりとする。

(3)四 半期別 「労働者派遣事業統計調査」の実施

平成 21年から、調査項 目・調査方法の変更、調査対象会員の拡充、調査地域の拡大 (都

道府県単位)を図つたが、順調に継続実施 している。

(4)産経新聞・フジサンケイビジネスアイ 「派遣のホンネ」掲載

2010年 2月 ～半年間、労働者派遣制度の優位性 。必要性について啓発するとともに、現

在の派遣規制強化の流れを是正すべく、当協会が労働者派遣の現場の方や業界団体、派遣

元、派遣先、派遣スタッフ等から、広く意見コラムを収集 し、「派遣のホンネ」と題 して、

フジサンケイビジネスアイに掲載 した。

13.相談センターの運営

派遣スタンフ、派遣元、派遣先からの相談及びクレームに対応する相談センターを、東

京、名古屋、大阪に設置 して、労働者派遣事業ア ドバイザーが相談・援助を行った。件数

は 11,300件。また、東京においては、昼休みや夜 7時まで受け付け、キャリアカウンセ リ



ングにも対応できるように専門のキャリアカウンセラーを配置した。

14.各種セミナーの開催

(1)シンポジウムの開催 (東京 )

「人材派遣の未来を語るシンポジウムー今、業界は何をすべきか―」をテーマに、派遣

業界をはじめ、社会一般に向け、労働者派遣法改正案を見越 した諸問題への対応等を考え

るシンポジウムを、3月 15日 に緊急開催 した (別紙 21P.10)。

基調講演は、「鈴木 英二郎 (厚生労働省職業安定局需給調整事業課長)」 、「ノト鳥 典明 (大

阪大学大学院高等司法研究科教授 )」 両氏にご講義いただき、パネルディスカッションでは、

パネラーとして「市川 隆治 (全国中小企業団体中央会専務理事)」 氏を始めとし、各界の

有識者 5名 による討議を行つた。なお、参加者は 706名 であった。

(2)派遣先対象セミナー (東京、地方)

派遣先向けに、派遣法を正しく理解いただくと共に人材派遣サービスを適切に活用いた

だくため、派遣先の人事担当者等を対象とした派遣先セミナーを東京 2回、大阪、名古屋

で各 1回、合計 4回開催 した。全体で 457社から637名 の参加があった。

(3)人材育成ナレッジアップセミナー (東京、地方 )

派遣元の実務担当者を対象としてコンプライアンスとメンタルヘルスを中心に実施 し、

全国主要 5者Б市で開催 した。参力日者は全体で 889名 であった。

(4)派遣元事業主対象のセミナーの開催 (東京 )

平成 22年新年賀詞交歓会において、派遣元事業主を対象に「労働者派遣制度について」

と題 し、「鈴木 英二郎 (厚生労働省職業安定局需給調整事業課長)」 氏によるセ ミナーを開

催 した。

(5)人権啓発セ ミナー (地方)

上記記載のナレッジアップセミナーの大阪会場において、「公正な採用選考をめざして～

労働者を派遣する際に配慮すべきことは ?～」をテーマとして大阪労働局の担当者による

セミナーを実施 した。

15.人材派遣健康保険組合との連携

当協会が母体となって設立した人材派遣健康保険組合の適正な運営のため、組合会議員

(選定議員)の選定に関する取 りまとめを行つたほか、保健事業のあり方の検討などにつ

いて連携 し、諸活動を実施 した。

16.健康診断

当協会から健康診断医療機関の斡旋を行つた (毎年 1回 3月 のみ)。



17.CIETT(国 際人材派遣事業団体連合)関連の活動

(1)CIETT世界大会への参加

2009年の CIETT世界大会は、ポル トガルのリスボンにて、5月 27～29日 に開催 された。

当協会より大原副理事長等が参力日した。会議内容については、報告書としてまとめた。

(2)第 4回 CIETTア ジア/太平洋地域会議の開催

KOSA((料)せ吾 HR河 口1な社 瑠瑠 司 /Korea HR Staffing Association)、 CAFST(中 国対 外 服

努工作行逍携会/China Association of Foreign Service Trades)の 2協会が来 日し、10

月 23日 、目黒雅叙園にて、第 4回の会議を実施した。会議内容については、報告書とし

てまとめた。

(3)CIETT理事会への参加

3月 2～ 3日 にアメリカのフシン トン D.Cで開催され、当協会はアジア/太平洋地域を代

表 して参力日した。

また、通常の理事会以外に 10月 の IL0181号条約批准促進のための ILOの Workshopと

翌 日の CIETT臨時理事会に出席 し、日本における規制強化の現状を説明し、理解・協力を

依頼 した。

18,労働者派遣事業高齢者雇用推進事業の実施

独立行政法人 高齢 。障害者雇用支援機構から2年間の予定で「産業別高齢者雇用推進事

業」を受託 し、協会会員等を構成員 として労働者派遣事業高齢者雇用推進委員会を設置し

た。事業内容は、高齢者の派遣労働を通 じた雇用推進のガイ ドライン作成とその広報であ

る。初年度は、高齢者派遣の実態調査とヒアリング調査を実施 し、アンケー ト結果の部分

のみを冊子にして 3月 上旬に会員配布をした。

19.首都圏近郊におけるエイジフリー社会に向けた雇用 ヨ社会活動に関する調査研究会への参加

独立行政法人 高齢・障害者雇用支援機構が開催する同研究会に参加 し、派遣事業部門を

担当した。同研究会内において、首都圏の高齢者派遣実態について派遣元に対 して、アン

ケー ト調査 と、サンプリング的な派遣会社へのヒアリング調査を実施 した。研究会は 2年

開催予定。

20.派遣労働者等に係る能力開発 ロキャリア形成の仕組みの整備事業への参加

厚生労働省職業能力開発局基盤整備室の委託業務として、平成 19年度に当協会が受託 し

た「派遣労働者等に係る能力開発・キャリア形成の仕組みの整備事業」は 3年 目 (最終年

度)の取 り組みとなつた。今年度も委員 としてのみ参加 し、事務系派遣に関して支援協力

し、派遣労働者の正社員転換のための手引きを作成 した (手引きは会員に配布 )。



21.事務系派遣労働者の雇用管理についてのテキス ト作成のための研究会への参加

厚生労働省職業安定局需給調整事業課が実施 した平成 20年度「労働者派遣事業における

雇用管理改善に関する調査研究事業」を受けて、平成 21年度は「派遣先における派遣労働

者の雇用管理の具体的応用事例集の作成事業」が実施され、委員として同研究会に参加 し、

「派遣先のための事務系派遣スタッフ活用のポイン ト」テキス トを作成 した。(派遣先配布

用に、会員に 16,000部送付)

22.優良人材 ビジネス事業者育成推進に関する研究会への参加

厚生労働省職業安定局需給調整事業課が実施 した優秀な人材ビジネス事業者 (今回は事

務系派遣元事業主を対象)の認定制度の研究会に参加 した。

23.サービス業の営業職 口販売職派遣労働者の雇用管理に関する調査研究会への参加

厚生労働省職業安定局需給調整事業課が実施 した 「派遣元事業主等の雇用管理改善状況      I
の把握及び整理の推進事業」において、営業職・販売職派遣における雇用管理についての

研究会に参加 した。

24.職業分類研究会への参加

独立行政法人労働政策研究・研修機構が受託 した厚生労働省編職業分類の改訂作業・研

究に、労働者派遣事業の立場から委員参加 した。 (今年度で 3年 目・最終年度)

25.期間雇用者が育児休業等を取得 しやすい職場づくり事業への協力

厚生労働省雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課の同事業において行われた派遣労働者

の育児休業取得状況調査におけるアンケー ト票の作成、会員へのアンケー ト等に協力した。

26.派遣先向けの動画作成

派遣スタッフの受け入れ方に関して、当協会ホームページでの公開及び平成 22年度の派

遣先セミナーでの公開を前提に、派遣先向けの動画を作成 した。

27.協会ホームページの充実

(1)コ ンテンツの追力日等

インフォメーション「サイ ト更新情報」、会員ページ「協会の対外活動・広報記録」を追

加 し、各地域協議会サイ トを構築した。

(2)閲覧者の便宜強化

閲覧者の利便性向上のため、Vebお 問い合わせフォーム新設、派遣元責任者講習に FAQ

サイ トを構築 (他への汎用可能)、 携帯用サイ トの拡充等を実施 した。



(3)会員向けメールマガジンの配信

メールマガジン購読数は、1,426件 に伸びた。(2010年 3月現在)

(0「データブック」のデジタルブック化

当協会作成 2008年版以降のデータブックをデジタルブックで開覧可能にした。

28.協会のインフラ整備

(1)データセンターの整備

帯域保障昇直しによるコスト削減と、バックアップシステム補強を行った。

(2)サーバの仮想化

データベースサーバ 。ファイアウオールサーバ等の仮想化による保守・セキュヅティ面

の向上と運用費削減、事務局各種サーバの仮想化によ―る統合などで維持費削減を行つた。

13)会員情報の変更機能強化

会員情報における連絡担当者サブや統括派遣元賣任者などの設定を可能にし、情報の受

信漏れや遅滞を防止した。

以上



別紙 1

平成21年度派遣元責任者講習実施状況 (過去5年間)

年度 回数 定員 受講者数

平成21年度 28[∃ 8,175名

会 員     2,182名 ( 32%)

非会員     4,717名  ( 68%)

計      6,899名

平成20年度 33[∃ 14,402名

会 員     3,333名  ( 33%)

非会員     6,706名  ( 67%)

計     10,039名

平成19年度 36回 16,110孝畜

会 員     4,539名  ( 29%)

非会員    10,900名 ( 71%)

計     15,439名

平成18年度 34回 14,124名

会 員     4,221名 ( 31%)

非会員     9,327名  ( 69%)

計     13,548名

平成17年度 32回 11,140舅畜

会 員     2,974名  ( 27%)

非会員     7,859名  ( 73%)

計     10,833名

括弧内は会員 と非会員の比率



月明低2

2010年 (平成22年)3月 31日  日本経済新聞

人   の嶽 乞語るシン・ボジウ|ム

労働者派遣法の改正が行われた場合 何が変わり 人材派遣業界はどのように対応すべきなのか。

3月 i5日  東京都内で紫急開催された「人材派遣の末来を壼るシンポジウム」 (主催 ‐日本人Il

派遣14会)に は、派遣茉界の第一擦で活躍する専門家が参加。改正案の内容について理解を深め

語間議への対応を考えるとともに 業界の今後のあり方などについて意見を交わした。

――今、業界は何をすべきか
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70万人分の反対署名の重みを知る

派遣のキャリア形成支援する制度を

業界の健全な発展を促す施策に期待

本広告を議んで、また、4月上旬から彗篤会ボームベージに褐議の騎霞をこЙにを

って、人,派この未来に自けて「派送表界は,Sを すべきか」をテーマにこ意見を

お査せ下さい。応募いただいたこ憲見の■から、事務局において競正を番査の上

優秀と目めうれるこ重見にはOuCカ ード (5万円分～3千円分)を譲皇いたします。

キヤンペーンの膠 方法書は、4月 上旬から域 置と伺驚に当協会ホームページ

にて〔案内します。
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